
土木工事標準積算基準

福 島 県 土 木 部

〔Ⅰ〕
（総則・共通工・河川）

令 和 元 年 1 0 月 1 日 



第Ⅰ編　総　　　則

第１章　総　　　則
①　適用範囲等･･･････････････････ Ⅰ-１- ① -  1
②　請負工事の工事費構成･････････ Ⅰ-１- ② -  1

第２章　工事費の積算
①　直接工事費･･･････････････････ Ⅰ-２- ① -  1
②　間接工事費･･･････････････････ Ⅰ-２- ② -  1
③　現場発生品及び支給品運搬･････ Ⅰ-２- ③ -  1
④　東日本大震災の復旧・復興事業等における積算
　　方法等に関する試行について･･･ Ⅰ-２- ④ -  1

第３章　一般管理費等及び消費税等相当額
①　一般管理費等･････････････････ Ⅰ-３- ① -  1
②　消費税等相当額･･･････････････ Ⅰ-３- ② -  1

第４章　間接工事費等の調整及びスライド条項が適
　　　　用となる場合の運用について
①　随意契約方式により工事を発注する場合の共通
　　仮設費，現場管理費及び一般管理費等の調整に
　　ついて ･･･････････････････････ Ⅰ-４- ① -  1
②　旧基準で積算した工事に改正基準で積算した工
　　事を追加する場合等の共通仮設費，現場管理費
　　及び一般管理費等の調整について
　　 ･････････････････････････････ Ⅰ-４- ② -  1
③　随意契約工事における間接工事費等の調整を
　　する場合の「処分費等」の取扱いについて
　　･････････････････････････････ Ⅰ-４- ③ -  1
④　工事請負契約約款第26条（スライド条項）の減
　　額となる場合の運用について･･･ Ⅰ-４- ④ -  1
⑤　工事請負契約約款第26条第５項（単品スライド
　　条項）の運用について ･･････････ Ⅰ-４- ⑤ -  1
⑥　工事請負契約約款第26条第５項（単品スライド
　　条項）の運用の拡充について ･････ Ⅰ-４- ⑥ -  1
⑦　請負代金額の減額変更を請求する場合における
　　工事請負契約約款第26条第５項（単品スライド
　　条項）の運用について ･･････････ Ⅰ-４- ⑦ -  1

第５章　建設機械運転労務等
①　建設機械運転労務･････････････ Ⅰ-５- ① -  1
②　原動機燃料消費量･････････････ Ⅰ-５- ② -  1
③　機械運転単価表･･･････････････ Ⅰ-５- ③ -  1
④　一般事項･････････････････････ Ⅰ-５- ④ -  1

第６章　土木請負工事の特許使用料の積算
①　土木請負工事の特許使用料の積算について
　　･････････････････････････････ Ⅰ-６- ① -  1

第７章　時間的制約を受ける公共土木工事の積算
①　時間的制約を受ける公共土木工事の積算につ
　　いて･････････････････････････ Ⅰ-７- ① -  1

第８章　土木請負工事における現場環境改善費の積算
①　土木請負工事における現場環境改善費の積算
　　･････････････････････････････ Ⅰ-８- ① -  1

第９章　工事の一時中止に伴う増加費用等の積算
①　工事の一時中止に伴う増加費用等の積算につ
　　いて･････････････････････････ Ⅰ-９- ① -  1

第10章　施工箇所が点在する工事の積算
①　施工箇所が点在する工事の積算について
　　･････････････････････････････Ⅰ-10- ① -  1

第11章　 1 日未満で完了する作業の積算
①　 1 日未満で完了する作業の積算
　　･････････････････････････････Ⅰ-11- ① -  1

第12章　工事日数及び日当り作業量

第13章　そ　の　他
①　設計変更の積算･･･････････････Ⅰ-13- ① -  1
②　産業廃棄物税の取扱い･････････Ⅰ-13- ② -  1

第Ⅱ編　共　通　工

第１章　土　　　工
①　土量変化率等･････････････････ Ⅱ-１- ① -  1
②　土　　　工･･･････････････････ Ⅱ-１- ② -  1
② -１  土　　　工 ･･････････････ Ⅱ-１- ② -  1
② -２  土工（ICT） ････････････ Ⅱ-１- ② -31

③　作 業 土 工 ･･･････････････････ Ⅱ-１- ③ -  1
③ -１  床　掘　工 ･･････････････ Ⅱ-１- ③ -  1
③ -２  埋　戻　工 ･･････････････ Ⅱ-１- ③ -  8

④　人力運搬工･･･････････････････ Ⅱ-１- ④ -  1
⑤　安定処理工･･･････････････････ Ⅱ-１- ⑤ -  1
⑤ -１  安定処理工 ･･････････････ Ⅱ-１- ⑤ -  1
⑤ -２  安定処理工（自走式土質改良工）
　　　･････････････････････････ Ⅱ-１- ⑤ -  4

土木工事標準積算基準〔Ⅰ〕

総　　　　目　　　　次

令和2年5月1日以降起工適用 



① 19① 19 Ⅰ－2－②－7

 －１

1.4 １

鋼橋架設工事 1.3 ２

 

－１

 

２ －１

 

 －２

令和2年5月1日以降起工適用 



① 20① 20 Ⅰ－2－②－8

　
適用する。

 

－２

電線共同溝工事、
道路維持工事、舗
装工事、橋梁保全
工事以外の工種
（※）

３

 

－２
４

５

電線共同溝工事、
道路維持工事、舗
装工事、橋梁保全
工事以外の工種
（※）
鋼橋架設工事、電
線共同溝工事、道
路維持工事、舗装
工事、橋梁保全工
事以外の工種（※）

 

 －２

令和2年5月1日以降起工適用 



① 21① 21 Ⅰ－2－②－9

を考慮した補正値）

を考慮した補正値） 

令和2年5月1日以降起工適用 



① 22① 22 Ⅰ－2－②－10 令和2年5月1日以降起工適用 



① 23① 23 Ⅰ－2－②－11 令和2年5月1日以降起工適用 



① 43① 43 Ⅰ－2－②－31

－１

1.2
 

－１

 

２ －１

－２

電線共同溝工事、

 道路維持工事、舗
装工事、橋梁保全
工事以外の工種
（※）

電線共同溝工事、
道路維持工事、舗
装工事、橋梁保全
工事以外の工種
（※）

 

１ －２

 

２ －１

電線共同溝工事、
道路維持工事、舗
装工事、橋梁保全
工事以外の工種
（※）

令和2年5月1日以降起工適用 



① 44① 44 Ⅰ－2－②－32 令和2年5月1日以降起工適用 



① 47① 47 Ⅰ－2－②－35

52.12 32.04 98

51.05 6

33.35 68

40.43 40 99

57.89

36.94 24.01

48.46 2.44 20.03

54.90 44.72 18.83

51.16 4.76 25.54

72.43 22.69

64.85 30.40 21.94

96 8.44 9

2.00

0.54 34.57

60.01 36

46.00 143.52

53.96 2.03

41.47 27

45.35 25.06

38.93 63.24

549.84

363.72

145.08

2890.56

1.38

32.46

757.44

206.76

38.17

476.88

264.00

67.92

275.76

33.19

令和2年5月1日以降起工適用 



① 48① 48 Ⅰ－2－②－36

50 71

7 76 9

399.60

令和2年5月1日以降起工適用 



① 49① 49 Ⅰ－2－②－37

68 163.20 61

26 231.84 7

70 626.16 43.44

令和2年5月1日以降起工適用 



Ⅰ－1－①－ ① 59① 59

①　随意契約方式により工事を発注する場合の共通仮
設費，現場管理費及び一般管理費等の調整につい
て ･････････････････････････････ Ⅰ- 4 - ① -  1
 1 　随意契約方式により工事を発注する場合の調

整について ･･････････････････Ⅰ- 4 - ① -  1
 2 　共通仮設費の調整計算の方法
　　  ････････････････････････････Ⅰ- 4 - ① -  1
 3 　現場管理費の調整計算の方法 ･･･Ⅰ- 4 - ① -  3
 4 　一般管理費等の調整計算の方法
　　  ････････････････････････････Ⅰ- 4 - ① -  4
②　旧基準で積算した工事に改正基準で積算した工事
を追加する場合等の共通仮設費，現場管理費及び
一般管理費等の調整について･････Ⅰ- 4 - ② -  1

 1 　現場管理費の調整計算の一般式
　　  ････････････････････････････Ⅰ- 4 - ② -  1
 2 　一般管理費等の調整計算の一般式
　　  ････････････････････････････Ⅰ- 4 - ② -  1
 3 　設計変更について ････････････Ⅰ- 4 - ② -  1
 4 　共通仮設費 ･･････････････････Ⅰ- 4 - ② -  1
③　随意契約工事における間接工事費等の調整をする
場合の「処分費等」の取扱いについて

　　  ･･･････････････････････････････ Ⅰ- 4 - ③ -  1

 1 　計算方法 ････････････････････Ⅰ- 4 - ③ -  1
 2 　計算のイメージ ･･････････････Ⅰ- 4 - ③ -  1

④　工事請負契約約款第26条（スライド条項）の減額と
なる場合の運用について ･････････ Ⅰ- 4 - ④ -  1

 1 　適用対象工事 ････････････････Ⅰ- 4 - ④ -  1
 2 　スライド額の算定 ････････････Ⅰ- 4 - ④ -  1
 3 　残工事量の算定 ･･････････････Ⅰ- 4 - ④ -  1
 4 　物価指数等 ･･････････････････Ⅰ- 4 - ④ -  2
 5 　変更契約の時期 ･･････････････Ⅰ- 4 - ④ -  2
 6 　スライド額の説明 ････････････Ⅰ- 4 - ④ -  2

⑤　工事請負契約約款第26条第 5 項（単品スライド条
項）の運用について ･･･････････････ Ⅰ- 4 - ⑤ -  1

 1 　主要な工事材料 ･･････････････Ⅰ- 4 - ⑤ -  1
 2 　スライド額の算定 ････････････Ⅰ- 4 - ⑤ -  1
 3 　価格変動後における単価の算定方法

 ････････････････････････････Ⅰ- 4 - ⑤ -  2
 4 　対象数量の算出方法 ･･････････Ⅰ- 4 - ⑤ -  2
 5 　搬入等の時期，購入先及び購入価格に関する
　受注者への確認･････････････････Ⅰ- 4 - ⑤ -  2
 6 　部分払時の取扱 ･･････････････Ⅰ- 4 - ⑤ -  3
 7 　部分引渡し ･･････････････････Ⅰ- 4 - ⑤ -  3
 8 　請負代金額の変更手続 ････････Ⅰ- 4 - ⑤ -  3

第 4 章 間接工事費等の調整及び
 スライド条項が適用となる
 場合の運用について

間
接
工
事
費
等
の
調
整
及
び
ス
ラ
イ

ド
条
項
が
適
用
と
な
る
場
合
の
…
…

令和2年5月1日以降起工適用 



Ⅰ－1－①－ ① 60① 60
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⑦　請負代金額の減額変更を請求する場合における工事請負契約約款第 26 条第５項

　（単品スライド条項）の運用について
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工期延長等に伴う

第９章　工事における工期の延長等に伴う増加費用の積算

①　工事における工期の延長等に伴う増加費用等の積算について

　福島県工事請負契約約款（以下「約款」という。）第２０条第３項に基づく一時中止，第２２条第２項に基づく工
期延長（以下「工期延長等」という。）及び第２３条第２項に基づく工期短縮に伴う増加費用の積算は，次のとおり
とする。

１．  増加費用等の考え方

１－１　増加費用の適用
　　　　増加費用の適用は，工期延長等に伴う増加費用について受注者から請求があった場合に適用する。
１－２　増加費用の範囲
　　　　増加費用として積算する範囲は，工事現場の維持に要する費用，工事体制の縮小に要する費用，工事再開
　　　準備に要する費用，工期延長等となる場合の費用，工期短縮を行った場合の費用とする。
　（１） 工事現場の維持に要する費用
　　　　 工事現場の維持に要する費用とは，工期延長等に伴い工事現場を維持し又は工事の続行に備えて機械器
　　　 具，労務者又は現場常駐の従業員（専門職種を含む。以下同じ。）を保持するために必要とされる費用等と

する。
　（２） 工事体制の縮小に要する費用
　　　　 工事体制の縮小に要する費用とは，中止時点における工事体制から中止した工事現場の維持体制にまで
 　　　体制を縮小するため，不要となった機械器具，労務者又は現場常駐の従業員の配置転換に要する費用等と

する。
　（３） 工事の再開準備に要する費用
　　　　 工事の再開準備に要する費用とは，工事の再開予告後，工事を再開できる体制にするため，工事現場に
　　　 再投入される機械器具，労務者，現場常駐の従業員の転入に要する費用等とする。
　（４） 工期延長等となる場合の費用
　　　　 工期延長等となる場合の費用とは，工期延長等となることにより追加で生じる社員等給与，現場事務所
　　　 費用，材料の保管費用，仮設諸機材の損料等に要する費用等とする。
　（５） 工期短縮を行った場合の費用
　　　　 工期短縮を行った場合の費用とは，工期短縮の要因が発注者に起因する場合，自然条件（災害等含む）
　　　 に起因する場合の工期短縮に要する費用等とする。なお，工期短縮の要因が受注者に起因する場合は増加
　　　 費用を見込まないものとする。

２．　増加費用等の算定

２－１　増加費用の構成
　　　　工期延長等に伴う現場維持等に要する費用は，工事原価内の間接工事費の中で計上し，一般管理費等の対
　　　象とする。

＊工期延長等に伴う本支店における増加費用を含む

　 （注） 工期延長等に伴い発注者が新たに受取り対象とした材料，直接労務費及び直接経費に係る費用は，該当

　　　　する工種に追加計上し，設計変更により処理するものとする。

　　　増加費用は，原則，工事目的物又は仮設に係る工事の施工着手後を対象に算定することとし，工期延長等の
　　期間３ヶ月以内の算定方法は以下のとおりとする。ただし，工期延長等の期間が３ヶ月を超える場合や道路維
　　持工事又は河川維持工事のうち経常的な工事である場合等は，別途考慮すること。
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 工期延長等に伴う

 工期延長等に伴う

 上げ

 増加費用の構成費目は，次のとおりとする。

２） 増加費用の費目に係る積算の内容は次のとおりとする。

ｉ） 現場における増加費用

　イ 材料費

　 ①　材料の保管費用

　　　 工事を工期延長等したために，元設計の直接工事費に計上されている現場搬入済の材料を，発注者が倉

　　 庫等（受注者が工事現場に設置したものを除く。）へ保管する必要があると認めた場合の倉庫保管料及び

　　 入出庫手数料

　 ②　他の工事現場へ転用する材料の運搬費

　　　 工事を工期延長等したために，元設計の直接工事費に計上されている現場搬入済の材料を，発注者が他

　　 の工事現場等に転用する必要があると認めた場合の当該材料の運搬費

　 ③　直接工事費に計上された材料の損料等

　　　 元設計において期間要素を考慮して計上されている材料等の工期延長等に伴う損料額及び補修費用

　ロ 労務費

　 ①　工事現場の維持等に必要な労務費

　　　 作業を伴わない作業員の労務費は，原則として計上しない。

　　　 ただし，必要な作業員を確保しておくべき特別の事情があり，受発注者協議により工事現場に労務者を

　　 常駐させた場合にはその費用

　 ②　他職種に転用した場合の労務費差額

　　　 工事現場の保安等のために，受発注者協議により工事現場に常駐させた，トンネル・潜函工などの特殊

　　 技能労働者が職種外の普通作業等に従事した場合における本来の職種と，従事した職種の発注者の設計上

　　 の単価差額の費用

　ハ 水道光熱電力等料金

　　 工事現場に設置済の施設を工事現場の維持のため，発注者が指示し，あるいは受発注者協議により工期延

　 長等の要因発生後，再開までの間に稼働（維持）させるために要する水道光熱電力等に要する費用

　ニ 機械経費

　 ①　工事現場に存置する機械の費用

　　　 現場搬入済の機械のうち元設計に個別計上されている機械と同等と認められるものに関する次の費用

　　ａ　工事現場の維持のため存置することが必要であること，又は搬出費及び再搬入費（組立て，解体費を含

　　　む。）が存置する費用を上回ること等により，発注者が工事現場に存置することを認めた機械等の現場存置

費用（組立て，解体費，賃料・損料，管理費を含む。）

Ⅰ－９－①－１①

現場における
増加費用
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　　ｂ　発注者が工事現場の維持等のために必要があると認めて指示した機械の運搬費用

　ホ 仮設費

　 ①　仮設諸機材の損料

　　　 現場搬入済の仮設材料，設備等のうち，元設計において期間要素を考慮して計上されているものと同等

　　 と認められる仮設諸機材の工期延長等に係る損料及び維持補修の増加費用

　 ②　新たに必要となった工事現場の維持等に要する費用

　　　 元設計には計上されていないが，工期延長等に伴う工事現場の維持等の必要上，発注者が新たに指示し

　　 あるいは受発注者の協議により発注者が必要と認めた仮設等に要する費用（補助労力を含む。）

　 ③　工期延長等となることにより追加で生じる仮設諸機材の損料等に要する費用

　へ 運搬費

　 ①　工事現場外への搬出又は工事現場への再搬入に要する費用

　　　 工期延長等の要因発生時点に現場搬入済の機械器具類及び仮設材等のうち発注者が元設計に計上された

　　 ものと同等と認めたものを一定の範囲の工事現場外に搬出し又は一定の範囲から工事現場に再搬入する費

　　 用

　 ②　大型機械類等の現場内運搬

　　　 元設計に計上した機械類，資材等のうち，工期延長等されたために，新たに工事現場内を移動させるこ

　　 とを発注者が指示しあるいは受発注者協議により発注者が必要と認めた大型の機械，材料，仮設物等の運

　　 搬費用

　ト 準備費

　　 別費目で積算している現場常駐の従業員又は労務者をもって充てる通常の準備作業を超える工事現場の後

　 片付け，再開準備のための諸準備・測量等で，発注者が指示しあるいは受発注者協議により発注者が必要と

　 認めたものに係る準備費用

　チ 事業損失防止施設費

　　 仮設費に準じて積算した費用

　リ 安全費

　　①　既存の安全設備に係る費用

　　　　工期延長等の要因発生以前に工事現場に設置済の安全設備等のうち，原則として元設計において期間

　　　要素を考慮して計上されているものと同等と認められる，安全設備等の工期延長等に伴う損料及び維持

　　　補修の費用

　　②　新たな工事現場の維持等に要する安全費

　　　　元設計には計上されていないが、工期延長等に伴い，工事現場の安全を確保するため，発注者が新た

　　　に指示しあるいは受発注者協議により発注者が必要と認めた安全管理に要する費用（保安要員費を含

　　　む。）

　ヌ 役務費

　　①　プラント敷地，材料置場等の敷地の借上げ料

　　　　元設計において期間要素を考慮して計上されているものと同等と認められるプラント敷地及び材料置

　　　場等の敷地の工期延長等期間に係る借上げ，解約などに要した増加費用

　　②　電力水道等の基本料

　　　　元設計において期間要素を考慮して計上されているものと同等と認められる電力・用水設備等に係る

　　　工期延長等期間中の基本料

　ル 技術管理費

　　 原則として増加費用は計上しないものとする。

　　 ただし，現場搬入済の調査・試験用の機器，技術者等で元設計において期間要素を考慮して計上されてい

　 るものと同等と認められるものがある場合には，仮設費に準じて積算した費用

　ヲ 営繕費

　　 工期延長等の要因発生以前に工事現場に設置済みの営繕施設のうち元設計において期間要素を考慮して計

　 上されているものと同等と認められる営繕施設の工期延長等期間に係る維持費，補修費及び損料額又は営繕

　 費，労務者輸送費を一体化して直接工事費等に対する割掛率で計上している工事における工期延長等期間中

　 の維持費，補修費，損料額及び労務者輸送に要する費用

　ワ 労務者輸送費

　　 元設計が，営繕費，労務者輸送費を区分して積算している場合において受発注者協議により工事現場に常

　 駐する労務者及び近傍の工事現場等に転用させると認められた労務者を一括通勤させる場合の通勤費用
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　カ 社員等従業員給料手当

　　 工期延長等期間中等の工事現場の維持等のために，受発注者協議により定めた次の費用

　 ①　元請・下請会社の現場常駐の従業員（機械，電気設備の保安に係るものを含む。）に支給する給料手

　　 当の費用

　 ②　工期延長等の要因発生時点に現場に常駐していた従業員を工事現場の維持体制に縮小するまでの間に

　　 従業員に支給する給料手当の費用

　 ③　工事現場の維持体制から再開する体制に移行するまでの間，現場常駐の従業員に支給する給料手当の

　　 費用

　 ④　工期延長等となることにより追加で生じる現場常駐の従業員に支給する給料手当の費用

　ヨ 労務管理費

　 ①　他の工事現場へ転出入する労務者の転出入に要する費用

　　　 工期延長等によって遊休となった労務者のうち，当該工事現場に専従的に雇用された労務者（通勤者

　　 も含む。）を一定の範囲に転出又は一定の範囲から復帰のため転入するのに必要な旅費及び日当等の費

　　 用。なお，専従的に雇用されていた者とは元請会社直庸又は専属下請会社が直接賃金を支給しており，

　　 かつ当該工事現場に相当長期間の契約で常駐的に雇用されていることが賃金台帳等で確認できるような

　　 者（以下「専従的労務者」という。）（通勤者も含む。）とする。

　 ②　解雇・休業手当を払う場合の費用

　　　 受発注者協議により適当な転入工事現場を確保することができないと認めた専従的労務者を解雇・休

　　 業するために必要な費用

　タ 地代

　　 現場管理費の内，営繕費に係る敷地の借上げに要する費用等として現場管理費率の中に計上されている

　 地代の工期延長等期間の費用

　レ 福利厚生費等

　　 現場管理費の内，現場常駐の従業員に係る退職金・法定福利費・福利厚生費・通信交通費として現場管

　 理費率の中に計上されている費用の工期延長等期間中の費用

ⅱ） 本支店における増加費用

　　 中止に係る工事現場の維持等のために必要な受注者の本支店における費用

ⅲ） 消費税相当額

　　 現場及び本支店における増加費用に掛かる消費税に相当する費用

　ワ 労務者輸送費

　　 元設計が，営繕費，労務者輸送費を区分して積算している場合において受発注者協議により工事現場に常

　 駐する労務者及び近傍の工事現場等に転用させると認められた労務者を一括通勤させる場合の通勤費用

　 　① 110 Ⅰ－9－①－2

コード番号 Ｓ 9 8 0 1

（２） 算定方法
　　　 工期延長等に伴う現場維持に要する費用の算定は，下記の式により算出する。

　　　Ｇ＝dg×J＋α
　　　　ただし，
　　　　　Ｇ：工期延長等に伴う現場維持等の費用（単位 円 1,000円未満切り捨て）
　　　　　dg：工期延長等に係る現場経費率（％ 小数第４位四捨五入３位止め）
　　　　　　（前記２－２（１）のうち積上げ項目以外の項目）
　　　　　Ｊ：対象額（工期延長等時点の契約上の現場管理費対象純工事費）（単位 1,000円未満切り捨て）
　　　　　α：積上げ費用（単位 円 1,000円未満切り捨て）
　　　　　　（前記２－２（１）のうち積上げ項目）

　１） 工期延長等に伴い増加する現場経費率

　　　　ただし，
　　　　　dg：工期延長等に係る現場経費率（％ 小数第４位四捨五入３位止め）
　　　　　　（前記２－２（１）のうち積上げ項目以外の項目）
　　　　　Ｊ：対象額（工期延長等時点の契約上の現場管理費対象純工事費）（単位 1,000円未満切り捨て）
　　　　　Ｎ：工期延長等日数（受注者の責めに帰す場合は除く）（日）
　　　　　　　ただし，部分中止の場合は，部分中止に伴う工期延長等日数。
　　　　　Ｒ：公共工事設計労務単価（土木一般世話役）
　　　　　Ａ，Ｂ，ａ，ｂ：各工種毎に決まる係数（別表－１）
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（注）係数Ａ・Ｂの区分の施工地域区分は，「第Ⅰ編第２章②間接工事費３現場管理費」によるものとする。

令和2年5月1日以降起工適用 



① 112① 112 Ⅰ－9－①－4



① 177① 177 Ⅱ－1－②－33

（２）代表機労材規格 

下表機労材は，当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

項目 代表機労材規格 備考 

機械 

Ｋ１ 

・賃料 

・「オープンカット」で，施工

数量 50,000m3 未満の場合 

・「片切掘削」の場合 

バックホウ（クローラ型）［標準型・排出ガス対策型（第

1次基準値）］山積 1.4m3（平積 1.0m3） 

「オープンカット」で施工数量

50,000m3 以上の場合 

Ｋ２ 

ＩＣＴ建設機械経費損料加算額（バックホウ） 

・賃料 

・「オープンカット」で施工数

量 50,000m3 以上の場合 

Ｋ３ － 

労務 

Ｒ１ 運転手（特殊） 

Ｒ２ 普通作業員 片切掘削の場合 

Ｒ３ － 

Ｒ４ － 

材料 

Ｚ１ 軽油 1.2 号 パトロール給油 

Ｚ２ － 

Ｚ３ － 

Ｚ４ － 

市場単価 Ｓ － 

６．障害の有無 

①無し：構造物及び建造物等の障害物や交通の影響により施工条件が制限されず，連続掘削作業

が出来る場合 

②有り：掘削作業において障害物等により施工条件に制限があり（例えば作業障害が多い場合）

連続掘削作業が出来ない場合。掘削深さ 5ｍ以内で掘削箇所が地下水位等で排水をせず

水中掘削（溝掘り，基礎掘削）を行う場合 

７．ＩＣＴ建機使用割合は，上記（注）２．又は３．の１工事当りの全体掘削土量に対する 1 工事当

りのＩＣＴ建機による掘削土量の割合である。 

バックホウ（クローラ型）［標準型・ＩＣＴ施工対応型・

超低騒音型・クレーン機能付き・排出ガス対策型（2011年

規制）］山積0.8m3（平積0.6m3）吊能力2.9t

ＩＣＴ建設機械経費賃料加算額
（バックホウ（ＩＣＴ施工対応型）） 

・賃料  

・「オープンカット」で，施工

　数量50,000m3未満の場合

・「片切掘削」の場合

（注）１．ＩＣＴ建設機械経費賃料加算額（バックホウ（ＩＣＴ施工対応型））は，地上の基準局・管理局の賃貸
　　　　費用である。
　　　２．ＩＣＴ建設機械経費損料加算額（バックホウ）は，建設機械に取付ける各種機器及び地上の基準局・管
　　　　理局の賃貸費用である。
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３－２ 路体（築堤）盛土（ＩＣＴ） 

（１）条件区分 

条件区分は，次表を標準とする。 

（積算単位：m3） 

施工数量 障害の有無 

10,000m3未満 
無し 

有り 

10,000m3以上 
無し 

有り 

（注）１．上表は，路体又は築堤の自工区内で掘削又は作業土工により発生した土砂等の敷均し・締固め，他

工事で発生し運搬されてくる土砂等の敷均し・締固め，土取場（仮置場）で採取し運搬してくる土

砂等の敷均し・締固め等，その施工に必要な全ての機械・労務・材料費（損料等を含む）を含む。 

２．施工数量は，ＩＣＴ施工による１工事当りの全体盛土量（施工幅員 4.0m 以上の合計盛土量）とす

る。 

３．土量は締固め後の土量とする。 

４．障害の有無 

①無し：作業現場が広く，かつ作業障害が少ない場合（例えば，新設のバイパス工事，築堤工事等） 

②有り：作業現場が狭い，又は作業障害が多い場合（例えば，現道上の工事，一車線程度の現道拡

幅工事，拡築（腹付，嵩上）工事等） 

コード番号

５．ブルドーザ（湿地・ＩＣＴ施工対応型）での敷均しに適さない作業条件の場合や，振動ローラ（土
　工用）の締固めに適さない土質の場合は別途考慮する。

令和2年5月1日以降起工適用 
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（２）代表機労材規格 

下表機労材は，当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

施工数量 項目 代表機労材規格 備考 

10,000m3

未満 

機械 

K1 賃料 

K2 賃料 

K3 

労務 

R1 運転手（特殊） 

R2 - 

R3 - 

R4 - 

材料 

Z1 軽油 1.2 号 パトロール給油 

Z2 - 

Z3 - 

Z4 - 

市場単価 S - 

以上 

機械 

K1 賃料 

K2 

K3 

労務 

R1 運転手（特殊） 

R2 - 

R3 - 

R4 - 

材料 

Z1 軽油 1.2 号 パトロール給油 

Z2 - 

Z3 - 

Z4 - 

市場単価 S - 

ブルドーザ［湿地・ＩＣＴ施工対応型・
排出ガス対策型（2011年規制）］7t級

ＩＣＴ建設機械経費賃料加算額
（ブルドーザ（ＩＣＴ施工対応型）） 

振動ローラ（土工用）[フラット・シングル
ドラム型・排出ガス対策型（第 3 次基準
値）]11～12t 

賃料 

ブルドーザ［湿地・ＩＣＴ施工対応型・
排出ガス対策型（2011年規制）］16t級

賃料 
ＩＣＴ建設機械経費賃料加算額
（ブルドーザ（ＩＣＴ施工対応型）） 

振動ローラ（土工用）[フラット・シングル
ドラム型・排出ガス対策型（第 3 次基準
値）]11～12t 

賃料 

（注）ＩＣＴ建設機械経費賃料加算額（ブルドーザ（ＩＣＴ施工対応型））は，地上の基準局・管理局の
　　賃貸費用である。

令和2年5月1日以降起工適用 

10,000m3
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３－３ 路床盛土（ＩＣＴ） 

（１）条件区分 

条件区分は，次表を標準とする。 

（積算単位：m3） 

施工数量 障害の有無 

10,000m3未満 
無し 

有り 

10,000m3以上 
無し 

有り 

（注）１．上表は，路床の自工区内で掘削又は作業土工により発生した土砂等の敷均し・締固め，他工事で

発生し運搬されてくる土砂等の敷均し・締固め，土取場（仮置場）で採取し運搬してくる土砂等の

敷均し・締固め等，その施工に必要な全ての機械・労務・材料費（損料等を含む）を含む。 

２．施工数量は，ＩＣＴ施工による１工事当りの全体盛土量（施工幅員 4.0m 以上の合計盛土量）と

する。 

３．土量は締固め後の土量とする。 

４．障害の有無 

①無し：作業現場が広く，かつ作業障害が少ない場合（例えば，新設のバイパス工事，あるいは

新設の築堤工事等） 

②有り：作業現場が狭い，又は作業障害が多い場合（例えば，現道上の工事，一車線程度の現道

拡幅工事，あるいは拡築（腹付，嵩上）工事等） 

コード番号

５．ブルドーザ（湿地・ＩＣＴ施工対応型）での敷均しに適さない作業条件の場合や，振動ローラ（土

　工用）の締固めに適さない土質の場合は別途考慮する。

令和2年5月1日以降起工適用 
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（２）代表機労材規格 

下表機労材は，当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

施工数量 項目 代表機労材規格 備考 

10,000m3

未満 

機械 

K1 賃料 

K2 賃料 

K3 

労務 

R1 運転手（特殊） 

R2 - 

R3 - 

R4 - 

材料 

Z1 軽油 1.2 号 パトロール給油 

Z2 - 

Z3 - 

Z4 - 

市場単価 S - 

以上 

機械 

K1 賃料 

K2 

K3 

労務 

R1 運転手（特殊） 

R2 - 

R3 - 

R4 - 

材料 

Z1 軽油 1.2 号 パトロール給油 

Z2 - 

Z3 - 

Z4 - 

市場単価 S - 

ブルドーザ［湿地・ＩＣＴ施工対応型・排出ガス
対策型（2011年規制）］7t級

ＩＣＴ建設機械経費賃料加算額
（ブルドーザ（ＩＣＴ施工対応型）） 

振動ローラ（土工用）[フラット・シングルドラム
型・排出ガス対策型（第 3 次基準値）]11～12t 

賃料 

ブルドーザ［湿地・ＩＣＴ施工対応型・排出ガス
対策型（2011年規制）］16t級

賃料 
ＩＣＴ建設機械経費賃料加算額
（ブルドーザ（ＩＣＴ施工対応型）） 

振動ローラ（土工用）[フラット・シングルドラム
型・排出ガス対策型（第 3 次基準値）]11～12t 

賃料 

（注）ＩＣＴ建設機械経費賃料加算額（ブルドーザ（ＩＣＴ施工対応型））は，地上の基準局・管理局の
　　賃貸費用である。

10,000m3

令和2年5月1日以降起工適用 

４  

　地上の基準局・管理局の賃貸費用は，以下のとおりとする。

 （１）ＩＣＴ建設機械経費賃料加算額（バックホウ（ＩＣＴ施工対応型））

13,000円／日

４－１　ＩＣＴ建設機械経費賃料加算額

（２）ＩＣＴ建設機械経費賃料加算額（ブルドーザ（ＩＣＴ施工対応型））

　　　13,000円／日

　建設機械に取付ける地上の基準局・管理局の賃貸費用は，以下のとおりとする。

  （１）ＩＣＴ建設機械経費損料加算額（バックホウ）

　　　　41,000円／日

４－２　ＩＣＴ建設機械経費損料加算額



① 182① 182 Ⅱ－1－②－38

５－２ システム初期費 

ＩＣＴ施工用機器の賃貸業者が行う施工業者への取扱説明に要する費用，システムの初期費用等，貸出しに要

する全ての費用は，以下のとおりとする。 

（１）掘削（ＩＣＴ）※［ＩＣＴ建機使用割合 100％］ 対象機械：バックホウ 

598,000 円／式 

（２）路体（築堤）盛土（ＩＣＴ），路床盛土（ＩＣＴ） 対象機械：ブルドーザ 

548,000 円／式 

５－３ ３次元起工測量・３次元設計データの作成費用 

（２）路体（築堤）盛土（ＩＣＴ），路床盛土（ＩＣＴ） 

保守点検費 ＝ 土木一般世話役(円)× 0.07(人/日) × 
施工数量(m3) 

ＩＣＴ建設機械経費等として，以下の各経費を，共通仮設費の技術管理費に計上する。 

５－１ 保守点検 

ＩＣＴ建設機械の保守点検に要する費用は，次式により計上するものとする。 

（１）掘削（ＩＣＴ）※［ＩＣＴ建機使用割合 100％］ 

保守点検費 ＝ 土木一般世話役(円)× 0.05(人/日) × 
施工数量(m3) 

× 
100 

100 

作業日当り標準作業量（m3/日）

作業日当り標準作業量（m3/日）

　３次元起工測量・３次元設計データの作成を必要とする場合は，共通仮設費の技術管理費に計上するものとし，

必要額を適正に積上げるものとする。

５－４  ３次元出来形管理・３次元データ納品の費用，外注経費等の費用

　３次元座標値を面的に取得する機器を用いた出来形管理及び３次元データ納品を行う場合における経費の計上

方法については，共通仮設費率，現場管理費率に以下の補正係数を乗じるものとする。

　　・共通仮設費率補正係数　：　１．２

　　・現場管理費率補正係数　：　１．１

　　　　　　　　　　　　　　　※小数点第３位四捨五入２位止め

　なお、土工（ＩＣＴ）において，経費の計上が適用となる出来形管理は，以下の（１）～（５）又は完成検査

直前の工事竣工段階の地形について面管理に準じて行う出来形計測とする。なお，その他の出来形管理の経費

は，共通仮設費及び現場管理費率に含まれる。

（１）空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理

（２）地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理

（３）無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理

（４）地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理

（５）上記（１）～（４）に類似する，その他の３次元計測技術を用いた出来形管理

令和2年5月1日以降起工適用 

（注）施工数量はＩＣＴ建機により施工する掘削土量とする。作業日当り標準作業量は「第Ⅰ編第12章
　　工事日数及び日当り作業量③作業日当り標準作業量」の標準作業量による。

（注）作業日当り標準作業量は「第Ⅰ編第12章　工事日数及び日当り作業量③作業日当り標準作業量」
　　のＩＣＴ標準作業量による。
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ＩＣＴ建設機械経費賃料加算額
（バックホウ（ＩＣＴ施工対応型））

コード番号 ＳＰＡ 3 0 1  C T

バックホウ（クローラ型）

［標準型・ＩＣＴ施工対応型・超低騒音型・クレー

ン機能付き・排出ガス対策型（2011年規制）］山積

0.8m3（平積0.6m3）吊能力2.9t

ＩＣＴ建設機械経費賃料加算額（バックホウ（ＩＣＴ施工対応型））は，地上の基準局
　　・管理局の賃貸費用である。

令和2年5月1日以降起工適用 
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６  

 

６  

６  

６  

５  

　

 賃料 バックホウ（ＩＣＴ施工対応型）

13

５－１　ＩＣＴ建設機械経費賃料加算額

６ ４  出来形管理・３次元データ納品の費用，外注経費等の費用

　３次元座標値を面的に取得する機器を用いた出来形管理及び３次元データ納品を行う場合における経費の計上

方法については，共通仮設費率，現場管理費率に以下の補正係数を乗じるものとする。

　　・共通仮設費率補正係数　：　１．２

　　・現場管理費率補正係数　：　１．１

　　　　　　　　　　　　　　　※小数点第３位四捨五入２位止め

　なお、法面整形工（ＩＣＴ）において，経費の計上が適用となる出来形管理は，以下の（１）～（５）又は完

成検査直前の工事竣工段階の地形について面管理に準じて行う出来形計測とする。なお，その他の出来形管理の

経費は，共通仮設費及び現場管理費率に含まれる。

（１）空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理

（２）地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理

（３）無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理

（４）地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理

（５）上記（１）～（４）に類似する，その他の３次元計測技術を用いた出来形管理

令和2年5月1日以降起工適用 

　３次元起工測量・３次元設計データの作成を必要とする場合は，共通仮設費の技術管理費に計上するものとし，

必要額を適正に積上げるものとする。
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